
介護サービス事業者等の運営における暴力団員等の排除に関する要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、介護保険法（平成 9年法律第１２３号、以下、「法」という。）におけ

る介護老人保健施設、指定居宅サービス事業者、指定介護老人福祉施設、指定介護予防サ

ービス事業者及び介護医療院に係る申請等に関して、宮城県暴力団排除条例（平成２２年

宮城県条例第６７号、以下、「県暴力団排除条例」という。）、下記条例及び規則に基づ

き、介護サービス事業者等の運営から暴力団員等を排除するために必要な事項について

定めるものとする。 

記 

 （条例） 

ア 介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定める条例（平

成２４年宮城県条例第８３号）（第１６条関係） 

イ 指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例（平

成２４年宮城県条例第８７号）（第３条、第１６条関係） 

ウ 指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例（平成２

４年宮城県条例第８８号）（第１６条関係） 

エ 指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービ

ス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例（平

成２４年宮城県条例第９０号）（第３条、第１６条関係） 

オ 介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定める条例（平成３０

年宮城県条例第７７号）（第１６条関係） 

 （施行規則） 

ア 介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定める条例施

行規則（平成２４年宮城県規則第２９号）（第３９条関係） 

イ 指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例施

行規則（平成２４年宮城県規則第３３号）（第３３条関係） 

ウ 指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例施行規

則（平成２４年宮城県規則第３４号）（第３９条関係） 

エ 指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービ

ス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例施行

規則（平成２４年宮城県規則第３６号）（第３３条関係） 

オ 介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定める条例施行規則

（平成３０年宮城県規則第１０７号）（第４０条関係） 
 
  （用語の定義） 

第２条 この要綱において使用する用語は、次の各号に定めるもののほか、法及び県暴力団

排除条例において使用する用語の例による。 

（１）介護サービス事業者等 

 介護老人保健施設、指定居宅サービス事業者、指定介護老人福祉施設、指定介護予

防サービス事業者、介護医療院をいう。 

（２）役員 



   法７０条第２項第６号に規定する役員をいう。 

（３）暴力団員等 

県暴力団排除条例第２条第３号に規定する暴力団員及び暴力団員でなくなった日

から５年を経過しない者をいう。 

 

 （誓約書の提出） 

第３条 介護サービス事業者等の管理者及び役員は暴力団員等に該当する者であってはな 

らない。 

２ 申請者は、次の各号に掲げる申請等を行う場合にあっては、第１項の内容を誓約する書

面を宮城県知事あてに提出しなければならない。 

（１）指定居宅サービス事業者 

法第４１条第１項本文の規定よる指定の申請、法第７０条の２第１項の規定によ

る指定の更新の申請、法第７５条第１項の規定による変更の届出（役員又は管理者の

氏名に係る変更に限る。）。 

（２）指定介護老人福祉施設 

 法第４８条第１項第１号の規定による指定の申請、法第８６条の２の規定による

指定の更新の申請、同法第８９条の規定による変更の届出（役員又は管理者の氏名に

係る変更に限る。）。 

（３）介護老人保健施設 

 法第９４条第１項の規定による開設許可申請、法第９４条の２第１項の規定によ

る許可の更新の申請、法第９５条の規定による管理者承認の申請、法第９９条第１項

の規定による変更の届出（役員又は管理者の氏名に係る変更に限る。）。 

（４）介護医療院 

 法第１０７条第１項の規定による開設許可申請、法第１０８条第１項の規定によ

る許可の更新の申請、法第１０９条の規定による管理者承認の申請、法第１１３条の

規定による変更の届出（役員又は管理者の氏名に係る変更に限る。）。 

（５）指定介護予防サービス事業者 

  法第５３条第１項本文の規定による指定の申請、法第１１５条の５第１項の規定   

による変更の届出（役員又は管理者の氏名に係る変更に限る。）、法第１１５条の   

１１の規定による指定の更新の申請。 

 

 （照会） 

第４条 保健福祉部長は、前条第２項の規定による誓約書を提出した介護サービス事業者 

等の管理者及び役員が暴力団員等に該当するか否かについて、宮城県警察本部刑事部組 

織犯罪対策局長に照会するものとする。 

 



 （措置等） 

第５条 前条の照会の結果、介護サービス事業者等の管理者及び役員が暴力団員等に該当 

することが判明したときは、県は法及び改正前の法の規定に基づく措置を行うものとす

る。 

    

   附 則 

この要綱は，平成２６年８月１日から施行する。 

 

      附 則 

この要綱は，平成２７年４月１日から施行する。 

 

   附 則 

この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 

 


